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【論文要旨】
　Consolidated　income　tax　system　was　introduced　in　2002．　This　system　is　requested　for　taxing
based　on　a　economic　entity．　However，　this　system　is　hardly　spreading　among　enterprises．　A　purpose
of　this　paper　is　to　clear　a　problem　of　valuation　by　current　cost　on　assets　of　a　subsidiary　company　in
consolidated　income　tax　system．　Firstly，　this　paper　outlines　the　concept　of　American　built　in　loss
deduction　system　that　are　an　object　of　comparison　with　Japanese　system．　Next，　this　paper　outlines
the　concept　of　Japanese　valuation　by　current　cost　on　assets　of　a　subsidiary　company　and　compares
Japanese　valuation　with　American．　As　a　consequence　of　the　comparison，　this　study　finds　that
Japanese　valuation　by　current　cost　on　assets　of　a　subsidiary　company　make　much　of　prevention
against　tax　avoidance．　Therefore，　Japanese　valuation　by　current　cost　on　assets　of　a　subsidiary　com－
pany　have　a　problem　that　they　neglect　the　requirement　for　understanding　a　economic　entity．
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1．はじめに
　企業会計の分野では経済的に協力関係にある企業グループを組織として捉えることの重要性の観
点から，1997年の連結財務諸表原則の改訂により，連結グループ全体の企業情報を提供する連結
財務諸表制度が重要視されている1。他方で，税制度においても課税する組織を経済的に協力関係
にあるグループに基づいて認識するという動向が見られる。そこで，法人税法の分野で特に注目さ
れてきているのが2002年4月から導入された連結納税制度である。
　連結納税制度は，法人が異なっていても「グループ経営の実態」に着目して，グループ全体を一
法人として課税を行うものである。1997年6月の「独占禁止法改正」により，純粋持株会社制が
解禁となり，持株会社を設立し分社化を行うことが自由となった時点から，企業組織が分社化を推
し進めたことに伴い「税の組織に対する中立性」を確保するためにも必要な制度となっている。こ
の「税の組織に対する中立性」とは，別会社として存在している同グループの子会社が，課税にお
いて親会社の一事業部であるのと変わらないようにすることである。
　連結納税制度の導入により，親子会社は同一の企業集団として連結され，その企業集団内で損益
の通算が可能になる。そして，企業の組織再編に税制が負担にならないように作用することにな
り，企業の組織再編に対しても，税制が中立的に働くのである。このように連結納税制度が導入さ
れることによって，欠損金が生じてしまった事業部を1つの子会社として自由に経営を行わせ，
業績を向上させることはもちろんのこと，親会社の税負担を大きくすることなく，事業初期におい
て欠損金が多く発生してしまうベソチャー企業を子会社として扱うことができるようになる。そう
なると，企業は自然と活力を増すことにもつながる2。
　この連結納税制度における組織の認識の構築に際して，企業グループの経済的一体性を重視する
単一主体アプローチと，企業グループを構成する企業の個別主体性を重視する個別主体アプローチ
がある。経済的実体に即した課税の合理性を第一義的に考えるならば，企業グループの経済的一体
性を重視しなければならないので，単一主体アプローチを指向すべきである［金光（2006），56
ページ］。本論文では，企業グループという組織を経済的実体としての経済的一体性に着目してい
るという意味において，単一主体アプローチを指向している3。すなわち，別会社として存在して
いる同グループの子会社が，親会社の一事業部であるのと課税上変わらないようにするために，組
織を法的実体（legal　entity）ではなく経済的実体（economic　entity）の概念に基づいて課税を行
うことが要求されるのである。
　しかし，今後の社会に必要であると考えられて導入された連結納税制度が，企業に浸透していな
い。すでに，2002年度から164グループが連結納税制度の適用に踏み出しているのだが，いまだ，
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多くの企業グループが連結納税制度の適用を選択していないのが実状である。つまり，連結納税制
度が，広く一般に理解されていないと同時に，企業にとって有効な制度ではないということを示し
ている。たとえ，社会に必要と考えられて導入された制度であっても，企業で採用されなければ，
経済の発展につながることにはならない。実際に連結納税制度を適用する企業が，理解し納得ので
きる制度として検討される必要性があるのではないか。現在の連結納税制度が抱えている問題点を
明確にし，その点を改善していくことが，企業経営の環境を一層良くするために重要となってくる
であろう。
　連結納税制度が多くの企業で採用されない要因の1つに，法人税法第61条の11・12において，
連結納税グループに加入する際には，子会社資産を時価で評価しなければならないと規定されてい
ることが挙げられる4。その主たる立法趣旨は，連結グループに加入する前に有している子会社の
含み損を利用し，連結納税グループの会社の所得と相殺することで連結課税所得を減少させるとい
う租税回避を防止することである。そこで，本論文では，課税組織は経済的実体に則るべきである
という立場から，連結グループに加入する際に子会社資産を時価評価する規定が有している問題点
を検討し，その問題点が組織を経済的実体の概念に基づいて課税を行うことを阻害しているという
ことを明らかにしていく。そして，その問題点を改善するための方法を提案する。
　そのために，第2節において，比較対象となる子会社資産の評価の規定を明確にする目的で，
アメリカではどのような場合に連結納税制度において子会社資産を評価しているかを整理する。次
に，第3節で日本の連結納税制度の中で，どのように子会社資産が評価されているのかを説明す
ると同時に，第2節で整理したアメリカの規定と比較し，相違点を明らかにする。そして，第4
節において日米の相違点を検討することにより，現在の子会社資産の評価及び課税の規定は，租税
回避を防止するという点が重要視されて，時価評価による未実現利益に課税することが所得課税の
原則を無視してしまっているという問題点を抱えていることを考察していく。さらに，この問題点
が上記した組織を経済的実体で捉えようとする実情を阻害していることを確認する。最後に，この
問題点を改善していくための方策について，アメリカの規定の一部を参考にして検討を行う。
2．　アメリカの連結納税制度における含み損控除の取扱い
　本節では，日本の子会社資産の時価評価の規定についての問題点を明らかにするために，その比
較対象となるアメリカにおける連結納税制度の含み損控除（built　in　loss　deduction）の取扱いにつ
いて，その概要を整理していく5。アメリカの連結納税制度では，子会社が新たに連結グループに
加入する際には，ビルト・イソ・ディダクショソ（built　in　deduction）を採用することとしてい
る。これは，新たに連結グループに加入する際には原則として含み益・含み損を認めないとするも
のである。その中核をなす規定が，含み損控除に関する規定である。そこで，本節では含み損控除
に焦点をあてて確認することとする。
　含み損控除は，日本の場合と同様，連結納税グループの会社の所得と，連結グループに加入する
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前に有している子会社の含み損を所得通算することにより，連結課税所得を減少させる租税回避を
防止するために規定されている。つまり，連結グループのメンバー6となる会社の評価損益を恣意
的に連結法人グループに引き継がせて，その評価損益の実現をコソトロールすることによる租税回
避を防止する必要があるのである［成道（2004），17ページ］。この租税回避を防止するために，
アメリカの連結納税制度では含み損控除の規定及びSRLY（Separate　Return　Limitation　Year）規
定が採用されている。SRLY規定とは，「連結グループ加入前の個別申告時に生じた資本的損失や
繰越欠損金については連結課税所得で他の連結法人と相殺することはできないが，その損失法人の
所得内で相殺できるという規定」［大倉（2004），216ページ。］である。日本の連結納税制度が法
人税法という法律に則って規定されているように，アメリカの連結納税制度における含み損控除の
規定及びSRLY規定は，内国歳入法（Internal　Revenue　Code）及び内国歳入法規定（Federal
Income　Tax　Regulation）の中で規定されている。アメリカでは含み損控除の規定及びSRLY規定
を使用することで，連結課税所得を減少させる租税回避を防止しているのである。
　次に，含み損控除の規定及びSRLY規定がどのような内容なのかを，個々に確認する。含み損
控除の規定は，親会社が子会社を取得する前の個別申告年度において，子会社の保有する資産に含
み損がすでに生じている状況において，その資産の売却や評価損によって損が実現した時にそれを
連結課税所得から控除することができないとした規定なのだが，内国歳入法の中で一定の制限を設
けて，その範囲以内の含み損を控除することができるとした規定でもある［Patricia　and　Darin
（2007），p．137］。連結課税所得金額は，個別の課税所得金額を合算して算出するのだが，その合
算の過程において，一定範囲以内の含み損は個別課税所得から控除することができるとしている。
言い換えれば，この範囲外の含み損は認められず，個別所得金額から控除することができないた
め，結果として連結課税所得金額を少なく算出することができない。この制限を設けることによっ
て，個別申告年度における企業間をベースとした算定による誤った課税金額，つまり租税回避を目
的とした含み損を排除することができるのである［Eugene（2001），　p．177］。含み損控除の規定
は，連結グループのメソバーとなる会社の損失を連結法人グループに受け入れて，連結グループ内
の他の法人の所得を減少または排除するという租税回避を防止する［Lewis　and　Robert（2003），
p．38］という大きな役割を持っているということができる。
　含み損控除の規定の中で控除することが認められている一定の範囲は，内国歳入法の第382条で
定められている。内国歳入法第382条では，一定範囲以内の含み損は連結グループのメンバーとな
った日に，そのメソバーの含み損を他の連結グループのメンバーに引き継ぐことができるとし，含
み損を控除することができるとしている［William　et　al．（1998），　p．12］。この内国歳入法第382条
では控除することが可能な範囲，つまり一定の制限を設けているのだが，その制限は「382制限」
と呼ばれ，所有権の移転に伴う含み損の制限（Limitation　on　built　in　loss　following　ownership
change）を規定している。つまり，連結納税のグループに加入する子会社に含み損が生じている
場合は，「382制限」を超える場合は連結グループ内の会社が有している所得から控除することは
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できない。
　この「382制限」は，連結グループのメソバーに加入する前の子会社，つまり旧欠損会社（old
loss　corporation）の価値に長期免税率（tax　exempt　rate）の6％を乗じたものである［Patricia
and　Darin（2007），　p．141］。ここでいう旧欠損会社の価値とは，連結グループに加入する前の子
会社の時価のことである。連結グループに加入前の含み損を有する子会社を時価評価し，その一部
については控除することが可能なのである。日本の連結納税制度と大きく異なる点なのだが，時価
評価をして含み損を有する子会社の損失のみを認識し，連結課税所得金額を計算して，その金額に
課税を行うのである。すなわち，アメリカの連結納税制度では「382制限」を設けることで，含み
損を有する子会社を連結グループに加入させ，他の連結グループのメンバーの所得から控除すると
いう租税回避を防止している。その一方で，認識し計上することのできる損失については，時価評
価して含み損を有する子会社の損失だけに限定しているため，含み益を有する会社も含め連結グ
ループのメソバーとして把握することを適正に行うことができるようになっている。この状況は，
課税を行う組織を，個々の会社組織とする法的実体として捉えるのではなく，経済的実体の連結グ
ループ組織として捉えることが容易にかつ正確にできる環境にあるということができるであろう。
　次に，アメリカの連結納税制度において，「382制限」により認められた含み損はどのように扱
われているのかを整理する。「382制限」の中で認められた含み損は，連結グループ内の所得から
控除されるのだが，それは内国歳入法規定内のSRLY規定に従って控除されることとなる［Art
（2004），p．199］。　SRLY規定では，この含み損は連結課税所得金額の計算過程において5年間に
わたり繰戻控除と繰越控除することが認められている7。翌事業年度に欠損金を繰り越すまたは繰
り戻すという概念については，企業の成果を長期的に測定するという視点から生じている。これ
は，事業年度というものを人為的に設けているため，前後の事業年度で通算することが妥当である
からである。
　「382制限」の中で認められた含み損は，企業の成果を長期的に測定するという視点を重要視し
て繰越控除や繰戻控除の規定を設け，ある事業年度に生じた損失を過去の所得または将来の所得と
相殺して所得を平準化することにより，連結グループ全体の成果を正確に把握することができるよ
うにしている。一定範囲以内の含み損を繰越控除または繰戻控除することができるといった環境を
見ても，アメリカの連結納税制度では課税する組織を経済的実体として連結グループを捉えている
ということができる8。
　以上のように，アメリカの連結納税制度では含み損控除の規定を設け，「382制限」により控除
できる範囲を確定し，その認められた範囲以内の含み損については繰越控除または繰戻控除するこ
とができるが，それ以外は連結課税所得から控除することができないとしている。そして，その含
み損を認識するために，連結グループに加入する前の子会社の資産を時価評価していることがわか
った。このように規定する理由は，租税回避の防止を図ることがあると考えられる。この含み損を
使った租税回避，つまり，資産に含み損を持つ子会社を連結グループの会社にすることによって，
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連結グループ全体の課税所得を減少させるという行為を防止している。その一方で，連結グループ
に加入する子会社資産の時価評価は，含み損を有する場合にのみ計上され，連結グループに加入す
る子会社の全てに適用するものではなかった。このような状況は，課税を行う組織を，個々の会社
組織とする法的実体として捉えるのではなく，経済的実体の連結グループ組織として捉えることが
容易にかつ正確にできる環境にあるということが言えよう。認識することのできる損失を，時価評
価して含み損の有する子会社の損失だけに限定することで，含み益を有する会社も含め連結グルー
プのメンバーとして把握することを適正に行うことができるようになっている。すなわち，課税す
る組織は，連結グループ全体であるという経済的実体が重要視されており，連結グループ全体の成
果を正確に把握することができる体制にあると考えることができる。
3．　日本における子会社資産の時価評価の特徴
　本節では，日本の連結納税制度における子会社資産の時価評価課税についての規定の問題点を明
らかにしていく過程で，この子会社資産の時価評価についてどのような内容になっているのかをア
メリカの規定と比較しながら述べていくこととする。
　第1節で述べたように，1997年に行われた連結財務諸表原則の改訂により，連結財務諸表制度
による連結会計が重要視されるようになった。その要因として，国際的基準に合わせて経済的実体
として組織を捉える必要性があったことが挙げられる。それは，1990年代に入ってから外国金融
資本が大規模に参入し，外国人投資者が連結ベースでの効率性経営尺度を基礎にして日本国内の会
社を買い付けた［野村（1999），22ページ］ため，連結会計を重要視する必要があったのである。
このような連結会計への移行に伴い，時価評価にも注目が集まった。その理由は，連結会計情報は
M＆Aや企業分割と密接に関連し，投資者の投資意思決定と深く関わっているからである［野村
（1999），23ページ］。投資者や投資会社が投資対象会社を評価する際に，株式投資の持分関係とし
て投資対象会社の純資産に着目し，それが現時点での時価によって正確に経営状態を表示している
かを判断する［野村（1999），23ページ］ために，時価は尊重されるのである。1997年に行われた
改訂は，連結財務諸表制度を充実させるのと同時に，時価評価の重要性も明確に示したと言える。
　一方で連結納税制度については，1967年の企業会計審議会意見書において，連結財務諸表制度
化のための方策という補足的な視点から提言されていたが，具体的な進展はなく，研究面での論議
を除けば，議論されることは少なかった。連結財務諸表制度が経済の状況に合致したものとして利
害関係者にとって充実したものとして定着しているにもかかわらず，課税制度が従来の個々の企業
の財務諸表（個別財務諸表）に基づいて計算されていたのでは，正確な税金の徴収がなされ，厳密
な課税金額を算定しているとは言えない9。経済的に協力関係にある会社は，同じ連結グループの
メソバーとして捉えることが求められるのは当然のことである。法人が異なっていても「グループ
経営の実態」に着目して，課税する組織を連結グループ全体として捉え，別会社として存在してい
る同グループの子会社が親会社の一事業部であるのと課税上変わらないようにする「税の組織に対
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する中立性」を確保するためにも連結納税制度は必要な制度である10。
　連結財務諸表制度も連結納税制度も，一法人として存在している複数の会社すなわち，親子の関
係にある会社を，ある一定の連結の基準，及び合理的な連結手続によって連結させることによっ
て，単一の経済的主体である企業グループを構成しているという点で，一致しているのである。親
子会社間の個々の会社で作成した個別財務諸表を，連結会計によって適正な連結手続を経て連結財
務諸表を作成して，企業グループとしての経営成績や財政状態を利害関係者に開示するための会計
情報が連結財務諸表である。そして，個別財務諸表をベースとして計算された個別の課税所得を，
合理的な手続により連結させて連結課税所得を計算する制度が，連結納税制度である。つまり，連
結財務諸表制度も連結納税制度も，同じ企業グループ内で評価・課税することにより，組織全体の
中立性を高める制度であると言える。
　上記のように，「税の組織に対する中立性」を確保するため，従来の単体納税制度を採用してい
た会社，つまり連結グループ加入前の子会社を新たに連結グループに加入させる場合にも正確な課
税金額を算定する必要があるのだが，その場合には時価評価を行わなければならないとされてい
る。これは，法人税法第61条の11・12において定められており，連結納税制度のグループに加入
する際には，子会社資産を時価で評価しなければならなく，その評価益・評価損をその事業年度の
益金・損金として算入しなければならないと規定されている。この法人税法第61条の11・12の規
定が適用される資産については，固定資産（減価償却資産），土地等（土地の上に存する権利を含
む。また，棚卸資産としての土地を含む），金銭債権，有価証券（売買目的有価証券を除く）及び
繰延資産としており，含み損益が連結に加入する子法人の資本等の金額の2分の1または，1000
万円のいずれか少ない金額に満たない場合には，時価評価の対象資産から除かれることになってい
る［米谷（2003），51ページ］。
　従来はジ法人税法第25条の1において，資産の評価益や評価損は原則として，益金や損金に算
入しないこととされてきた。しかし，企業会計の世界では，時価会計ないし時価主義（mark　to
market）の考え方，すなわち，未実現の損益もデリバティブを中心とする一定範囲の金融資産お
よび金融負債については損益に計上すべきだという考え方が強くなっており，租税会計において
も，時価主義を主張する見解が強くなった［金子（2007），255ページ］。上述したように，連結財
務諸表制度が充実し，企業会計の分野で，時価評価が主流となったことは，連結納税制度におい
て，新たに連結グループに加入する子会社資産について時価評価を行うこととなった要因の1つ
であると言うことができる。
　連結納税グループに加入する際には，子会社資産を時価で評価しなければならないと規定されて
いる。これは被合併法人を時価評価する合併会計におけるパーチェイス法（Purchase　Method）と
同じ考え方である［八ッ尾（2003），260ページ］。連結グループへの加入時に原則として評価損益
を計上させるのは，単体で事業活動を行って獲得した所得に対しては単体法人を納税単位として課
税を行い，グループで事業活動を行って獲得した所得に対してはそのグループを納税単位として課
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税を行うことが妥当であるとの考えにより時価評価されるである。つまり，課税単位の変更（単体
課税単位から連結課税単位への変更）は，単体課税の世界から連結課税という別世界に入ることで
あるから，資産の状況を明確にし，いわば身ぎれいにして入っていく必要がある［金子（2007），
326ページ］ので，加入する子会社を清算してしまうという認識の下で時価評価されるのである11。
子会社を連結納税グループに加入させる時に，一度清算する必要性が生じるために，時価評価する
という理論的根拠のほかに，連結グループ加入前の子会社資産を時価評価しなければならない根拠
として実務上のものもある。
　その実務上の根拠というものが，連結グループ加入前の子会社資産に含み損がある場合に，これ
を利用した租税回避12を防止するため，時価評価するということである。従来の単体納税制度の下
で生じた資産の含み損を任意に連結納税制度の下に持ち込んで利用することができるならば，租税
回避が容易にできてしまう恐れがある［阿部（2003），50ページ］。そこで，連結グループのメン
バーとなる会社の評価損益を恣意的に連結法人グループに引き継がせて，その評価損益の実現をコ
ソトロールすることによる租税回避を防止する必要があるのである［成道（2004），17ページ］。
所得が発生している会社と含み損を有している会社が存在する時に，連結納税制度を適用した後に
含み損を計上した場合には，この所得と含み損とが相殺されるために，連結グループ全体では課税
所得の全額が減少することとなる。連結グループを構成する各々の法人を不相当に加入または離脱
させることによって，課税所得を操作しようとする行為が行われる恐れが生じてくる。そして，租
税回避が行われることにより，公平な課税がなされなくなるのである。このような不相当な連結グ
ループ内法人間全体での損益通算13を防止する必要があるため，現在の連結納税制度では，連結グ
ループ加入前の子会社資産は時価評価されることとなっている。
　連結グループ前の子会社資産の時価評価の概要を整理したところで，日本の子会社資産の時価評
価の規定と，アメリカの含み損控除を比較した結果，次の点において差が生じていることが明らか
になった。
　それは，連結グループに加入する前の子会社資産について，アメリカの連結納税制度では含み損
控除により，含み損が生じる場合にのみ時価評価を行い，その損失を「382制限」の範囲内で計上
するのに対して，日本の連結納税制度では，新たに加入する子会社の資産を時価評価し，評価益・
評価損を計上するという点である。日本の場合は，含み益を有する子会社を加入させるときに，時
価評価によりその部分が未実現利益として計上されてしまうという点で，含み益を認めていないア
メリカの規定とは大きく異なっている。また，アメリカの場合は含み損を控除することができる範
囲内を「382制限」という形で明確に規定し，その内容を具体的に示しており，さらに「382制限」
で認められた含み損については，SRLY規定に基づいて控除される。このように規定されるの
は，連結グループに加入する前の子会社が有する一定範囲以内の含み損を，過去の所得または将来
の所得と相殺して所得を平準化することにより，連結グループ全体の成果を正確に把握して，企業
の成果を長期的に測定するという考えがとても強く現れていると理解することができよう。
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　その一方で，日本の場合は「382制限」のように認められている含み損は存在せず，時価評価に
より，一度清算されてしまうため，新たに連結グループのメソバーとなった時には，含み損を有す
ることはなくなってしまう。それゆえ，連結グループに加入前の子会社が有している含み損を控除
するといった概念も存在しないのである14。日本もアメリカも，所得を有する他の連結納税グルー
プの会社と含み損を所得通算することにより，不相当に連結課税所得を減少させる租税回避を防止
するという考え方は同じではあるが，その防止する方法が異なっているのである。
　以上のように，日本の連結納税制度における子会社資産の時価評価の規定をアメリカの規定と比
較した結果，2つの点において相違点が生じていることが分かった。1つ目は，含み益を有する子
会社を加入させるときには，時価評価によりその部分が未実現利益として計上されてしまう点であ
る。2つ目は，アメリカの連結納税制度の「382制限」のように認められている含み損は存在しな
いという点である。
4．経済的実体の認識と時価評価課税
　本節では，上記の比較により明らかとなった相違点を考察し，その考察から現れてくる日本の連
結納税制度における連結グループ加入前の子会社資産の時価評価規定が抱えている問題点を考える
こととする。そして，その問題点がどのような弊害をもたらしているのかを明確にしたうえで，ど
のように改善すべきなのかを提案する。
　連結グループ加入前の子会社資産の評価についての相違点について，上述したように，日本の連
結納税制度においては，法人税法第61条の11・12においてグループ加入前の子会社資産を時価評
価することとしている。その理由として，理論上の根拠と実務上の根拠とを挙げることができる。
理論上の根拠とは，単体で事業活動を行って獲得した所得に対しては単体法人を納税単位として課
税を行い，グループで事業活動を行って獲得した所得に対してはそのグループを納税単位として課
税を行うことが妥当なので，加入する子会社を清算してしまうという認識の下で時価評価するべき
であるとした根拠である。そして，実務上の根拠とは，連結グループ加入前の子会社資産に含み損
がある場合に，連結グループのメソバーとなる会社の評価損益を恣意的に連結法人グループに引き
継がせて，その評価損益の実現をコントロールすることによる租税回避を防止する［成道（2004），
17ページ］ために時価評価するという根拠である。従来の単体納税制度の下で生じた資産の含み
損を任意に連結納税制度の下に持ち込んで利用することができるならば，租税回避が容易にできて
しまう恐れがある［阿部（2003），50ページ］という理由から規定されている。
　これに対して，第2節で確認したように，アメリカの連結グループ加入前の子会社資産につい
ては，ビルト・イン・ディダクショソを採用することで，新たに連結グループに加入する際には含
み損益を原則として認めないとしている。このように取扱う理由は，日本の場合と同様，所得を有
する他の連結納税グループの会社の所得と含み損を所得通算することにより，連結課税所得を減少
させる租税回避を防止することが挙げられる。ところが，含み損控除の規定により，含み損が生じ
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ている子会社を加入させる場合にのみ時価評価を行い，その損失を計上することができるようにな
っている。それと同時に，控除することができる範囲を「382制限」という形で明確に規定し，そ
の含み損の内容を具体的に示していた。さらに「382制限」で認められた含み損については，
SRLY規定に基づき控除することとしていた。このような規定は，課税を行う組織を，経済的実
体として連結グループ組織を捉えることができるようにしている。認識することのできる損失を，
時価評価して含み損の有する子会社の損失だけに限定することで，含み益を有する会社も含め連結
グループのメンバーとして把握することを適正に行うことができるようになっている。すなわち，
課税する組織は，連結グループ全体であるという経済的実体が重要視されており，連結グループ全
体の成果を正確に把握しようとする姿勢から，上記のように規定されているのである。
　現在の日本の連結納税制度は，含み損を利用した租税回避を防止するために，連結グループに加
入する際に子会社資産を時価評価する規定を設けている。しかし，含み益を有した子会社を連結グ
ループに加入させる場合は，時価評価により未実現利益が発生し，連結納税制度を適用した時にそ
の未実現利益部分に課税されてしまう。ビルト・イン・ディダクションの規定により含み益を認め
ないとしているアメリカの規定とは大きく異なっている。そのため，未実現利益にまで課税してし
まうことは，所得課税の原則を無視した規定となっている。すなわち，連結グループに加入する際
に子会社資産を時価評価するという規定は，未実現利益に課税してしまうという問題点を抱えてい
ることになる。課税単位の変更に伴い，資産の状況を明確にするために時価評価するという規定
が，結果的に未実現利益への課税という問題点を生じさせてしまっているのである。
　現在の規定では，未実現利益に課税することになるので，企業は連結グループのメンバーに含め
得る子会社を連結グループに加入させる行動をためらってしまう。それは，含み益を有した子会社
を連結グループに加入させてしまうと，課税金額が多くなってしまうからである。アメリカの規定
のように原則として含み損益を認めないとしているのであれば，含み益を有した子会社を自由に連
結グループに加入させることが容易にできるが，日本の場合では，加入させることが困難になって
いる状況にある。現在の規定は，連結グループに加入させる行動を抑制し，課税組織を経済的実体
として捉えることを阻害してしまっているのである。そのため，経済的に完全に協力関係にある会
社は同じ連結グループのメンバーとして捉えることにより必要とされる「税の組織に対する中立性」
を確保するという考えが軽視されている状態にある。未実現利益に課税するという問題点は，課税
する組織を経済的実体で捉えることを阻害していることとなる。
　グループ全体の会計情報を提供する連結財務諸表制度が経済の状況に合致したものとして定着し
ている状況を見ても，課税組織を経済的実体としての連結グループ組織として捉えることは当然の
ことのように思われる。単体課税単位から連結課税単位への変更により，課税関係を完結させるた
めに連結グループ加入前の子会社資産を時価評価しているのだが，未実現利益が発生した場合は，
連結納税制度を適用した時にその未実現利益部分に課税されてしまうので，連結納税制度を適用す
ることをためらってしまうのである。すなわち，含み損を利用した租税回避を防止することに重点
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が置かれ，子会社資産を時価評価により未実現利益に課税されてしまう点が，組織を経済的実体と
して捉えることを阻害してしまっていることとなる。これは「資産を時価評価することによる含み
益の課税という問題は，従来の法人税法にはなかったものであり，連結納税という新しい法人税体
系の中で生まれた考え方」［米谷（2003），46ページ］なのである。これが，子会社資産の時価評
価の規定が抱えている問題点なのである。
　日米の連結グループ加入前の子会社資産の時価評価の規定の比較により生じた相違点を検討した
ところ，現在の規定は，含み益を有する子会社資産を加入させようとした場合，未実現利益が発生
し，その部分に課税されてしまうという問題点を抱えていることがわかった。そして，その問題点
が課税組織を経済的実体として捉えることを阻害しているということを確認した。つまり，租税回
避を恐れるという立法当局の意図も理解できるのだが，所得課税では考えられない未実現利益に課
税する方法を採る必要はないのではないかという考えが表面化している。これでは，グループ全体
から正確な税金の徴収がなされ，厳密な課税金額を算定しているとは言えず，連結グループの親子
関係を軽視していることになる。
　そこで，次に，この問題点をどのように解決すれば良いのかについて，改善していくための方策
を考える。時価評価により未実現利益にまで課税してしまう問題点を改善するための方策について
大倉雄次郎教授は次のように説明している［大倉（2002），43ページ］。
　第一に連結納税グループ加入時に，連結納税メソパー（親会社を除く）の資産・負債を時価評価
し，これを評価差額として処理するが，この評価差額には課税することなく資本の部の評価替剰余
金（税法上資本積立金）として処理する。連結財務諸表作成の場合には親会社は子会社を支配獲得
時において，子会社の資産・負債を全部時価評価法で適用することとの整合性もある。このように
するのは，時価評価損益の計上は企業の収益認識基準としての実現主義の2要件たる商品の引渡
しと現金・現金同等物の受け取りがなく，かつ税法の収益計上基準としての権利確定主義にも合致
しないし資金的裏付けのないものであるからである。
　第二に，評価替剰余金は，プラスまたはマイナスが発生するが，純ビルト・イン・ロスは，ビルト
・イン・ロスとビルト・イソ・ゲイソの両建てとし，ビルト・イン・ロスがビルト・イソ・ゲイソの範囲内
にあれば，その売却による実現損を損金とする方法により税務処理する。
　つまり，連結グループ加入前の子会社資産を時価評価することとなれば，含み損を利用した租税
回避は防止することはできるが，含み益が生じた場合は未実現利益にまで課税を行ってしまい，所
得課税の原則を無視した規定となっているので，アメリカの連結納税制度における含み損控除の規
定を参考にして含み損を認めるべきであるとしつつ，含み益についても認識して評価替剰余金（税
法上資本積立金）として処理すべきであるとしているのである。このようにすれば，連結グループ
加入前の子会社資産を時価評価することにより，単体課税単位から連結課税単位への変更にともな
い，資産の状況を明確にし，加入する子会社を清算することができるのと同時に，含み益が生じた
場合は，課税することなく税法上の資本積立金として処理することができるのである。
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　また，連結グループ全体を課税組織として捉える経済的実体を重視した改善方法を，山本守之氏
は次のように提案している。それは「連結納税制度はグループの一体経営に着目して理論的に構成
すべきで，租税回避の恐れがある部分は個別的・包括的租税回避防止規定によって対処すべきで，
執行上の困難性を理由として所得課税の理論的仕組みをゆがめる未実現利益の課税などによって制
度の根幹を踏み外すべきではない」［山本（2001），58ページ］という考え方である。それと同時
に，「時価評価・課税という変則的な処理を行わないのが国際的にも整合性があるので，これが原
則で，租税回避防止の立場から課税上弊害がある場合には，時価評価・課税をするという特別規定
を適用するというのが税制構築の常道である」［山本（2001），58ページ］とも述べている。つま
り，特別規定を設けることで，アメリカにおける連結納税制度のように個別具体的に租税回避行為
を防止するのである。個別的・包括的租税回避防止規定によって，連結グループ全体という経済的
実体を課税組織として捉えることができると同時に，含み損を利用した租税回避を防止することが
可能になってくるのである。
　上記した2つの見解も，現在の連結納税制度における「子会社資産の時価評価」では，含み損
を利用した租税回避の行為を防ぐという一方的な考えが強く現れている中で規定されているので改
善することが必要であるとしている。上記したように，現状のままでは，含み損を利用した租税回
避を防止する点にばかり焦点が当てられている。課税関係を完結させるために連結グループ加入前
の子会社資産を時価評価しているのだが，未実現利益が発生した場合は，連結納税制度を適用した
時にその未実現利益部分に課税されてしまうので，連結納税制度を適用することをためらってしま
い，組織を経済的実体として捉えることを阻害してしまっている問題点を懸念している結果である
と思われる。
　最後に，上記の意見をふまえて，現在の連結グループ加入前の子会社資産の時価評価の規定を改
善するための方策を検討してみる。アメリカの含み損控除の規定との比較により日本の子会社資産
の時価評価の規定は，連結グループの親子関係が軽視され，租税回避を防止するという点が重要視
されており，未実現利益が発生した場合は，連結納税制度を適用した時にその未実現利益部分に課
税されてしまうために，企業に対しては有益な制度として機能していないという問題点を有してい
ることが判明した。そして，この問題点に対し上記で紹介したような改善策への意見があることを
確認することができた。
　不相当な方法による含み損を利用した租税回避の行為を防止し，税負担の公平性を図り，不安な
く税収を確保するためには，連結納税制度のグループに加入する際には，子会社資産を時価で評価
するべきである。さらに，単体課税単位から連結課税単位への変更は，単体課税の世界から連結課
税という別世界に入ることであるから，資産の状況を明確にし，加入する子会社を清算する必要が
あるので時価評価されるのは当然ではないだろうか。このことを考えるのならば，従来の時価評価
の規定のままで十分であるように思われる。
　しかし，連結グループの親子関係に着目して，グループ全体を一法人として課税を行い，税の組
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織に対する中立性を確保しなければならない。連結グループに含め得る子会社は同じメンバーとし
て連結納税制度を採用し，課税する組織は連結グループ全体という経済的実体として捉えることが
必要であるからである。国際的な基準に合わせて，企業組織を経済的実体として捉え経営活動を活
発にしていくことが社会で求められている。連結グループ加入前の子会社資産を評価することにつ
いて，その評価尺度を時価とする従来の規定では，未実現利益が発生した場合においては，連結納
税制度を適用した時にその未実現利益部分に課税されてしまうので，所得課税の原則を無視した規
定となっている。含み損を利用した租税回避を防止し，かつ，連結グループの範囲に含め得る子会
社は連結グループのメンバーとして認識し，課税する組織は連結グループ全体という経済的実体と
して捉えることが必要とされているのである。
　これらのことを考慮するならば，現在の連結グループ前の子会社資産の時価評価の規定を基礎と
することで，連結グループに新たに加入する子会社の資産状況を明確にすると同時に，アメリカの
規定のように含み損を有した子会社を連結グループのメンバーにする場合はその一部を認め，含み
益を有した子会社を加入した場合のデメリットを少しでも解消する必要があるのではないか。連結
納税制度を適用できる機会を増やし，課税組織を連結グループ全体という経済的実体として捉えて
いくことが可能となってくる。これは，連結納税のグループに加入する子会社資産に含み損が生じ
ている場合，基本的には控除することはできないが，「382制限」の中で認められている範囲の含
み損は控除することができるとしたアメリカの連結納税制度を参考にしている。
　含み益を有する子会社を加入させる場合に，時価評価により発生した未実現利益部分に課税され
てしまうといったデメリットが生じてしまうが，その一方で，控除することが可能な含み損を認
め，その内容を具体的に規定し控除することができるようにするのである。そして，その具体的な
含み損については，上記で山本氏が指摘しているように，特別規定を定めればよいのではないだろ
うか。特別規定により，控除することの可能な含み損を具体的に規定することで，含み損の控除が
明確になると同時に，含み損について一部控除することができるようになるので，子会社を連結グ
ループのメンバーにすることが容易になる。そのようになると，課税組織を連結グループ全体とい
う経済的実体として捉えていくことができるのである。このように規定を改善すれば，租税回避を
防止しつつ，課税組織を連結グループ全体という経済的実体として捉えて，連結納税制度を適用す
る会社が増加していくものと考える。現在の子会社資産の時価評価の規定が有している問題点が徐
々に改善されていくことになれば，企業側も現在以上に連結納税制度を適用するであろうと思われ
る。
5．むすび
　連結納税制度についての問題点を探り，そこから新たな改善策を導き出すためには，組織を経済
的実体として捉えることを阻害してしまっている要因の1つである現在の連結納税制度における
日本の子会社資産の時価評価の規定を，日本の制度より進んだ制度を持っている国の子会社資産の
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時価評価規定とを比較することが必要であるように思われる。この連結納税制度がまだまだ企業に
浸透していないという実状から見ればなおさらのことである。この問題点が改善されることとなれ
ば，今後，多くの企業で適用されていくことにつながるのではないだろうか。
　本論文で，第2節においてアメリカでは，ビルト・イン・ディダクショソにより原則として含
み損益を認めないことを整理した。また，含み損控除の規定では，「382制限」により控除できる
範囲を確定し，その認められた範囲以内の含み損については繰越控除または繰戻控除することがで
きるが，それ以外は連結課税所得から控除することができないとしていることを確認した。そし
て，第3節で日本の連結納税制度における連結グループ加入前の子会社資産の時価評価の内容
を，アメリカの含み損控除の規定と比較しながら論じた。この比較により，日本の子会社資産の時
価評価の規定は，新たに加入する子会社の資産を時価評価することにより，資産の状況を明確に
し，含み損を全く認めないという点について異なっていた。アメリカの連結納税制度の「382制限」
のように認められている含み損は存在していなかった。また，日本の場合は，含み益を有する子会
社を加入させるときに，時価評価によりその部分が未実現利益として計上されてしまう点におい
て，含み益を認めていないアメリカの規定と相違点が生じていた。そして，第4節でこの相違点
を検討し，その検討から現在の規定の問題点を明確にした。それは，租税回避を防止するという点
が重要視されており，時価評価により未実現利益が発生した場合は，連結納税制度を適用した時に
その未実現利益部分に課税されてしまうので，連結納税制度を適用することをためらってしまうと
いう問題点であった。また，その問題点が，組織を経済的実体として捉えることを阻害してしまっ
ていることを明確にすることができた。最後に，その改善策に，従来のように新たに連結グループ
のメソバーに加入する子会社資産を時価評価する一方で，控除することが可能な含み損を認め，そ
の含み損については外形的な基準によって適格要件を具体的に規定し控除するということを提案し
た。
　本論文では，日本の子会社資産の時価評価の規定をアメリカの含み損控除の規定と比較しながら
論じた。しかし，本論文の基本的立場としている課税組織を経済的実体として捉えることについ
て，立法過程ではどのように考えられていたのかを，より詳しく十分に検討すべきであった。ま
た，アメリカの含み損控除の規定について，規定内容の概要だけを紹介しているだけで，個々の規
定がどのように議論されているかを論じることができなかった。
　連結グループ前の子会社資産の時価評価の規定が，課税組織を経済的実体として捉えることを阻
害しているという問題以外にも連結納税制度の採用を制約している要因がある。今後は，日本で実
際に適用してみて明らかになった問題を検討していくことが必要であろう。その際に，歴史が最も
古いアメリカにおける連結納税制度の誕生や歴史的経緯が参考になろう。連結納税制度が数多くの
企業で採用され，社会にとって有効な制度として確立していくためにも，連結納税制度の採用を制
約している要因について検討を行う研究の余地は残っている。
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注
11997年の改訂が，連結財務諸表制度の重要性を高めることとなった。この改訂により，連結財務諸表に中心
　的な役割が与えられ，個別財務諸表と連結財務諸表の主従関係が完全に逆転されることとなった［辻山
　（2000），47ページ］。
2人員削減が大きな問題となっている企業にとって多角化という名目で，中高年の雇用ポストを確保するため
　に事業領域を拡大するためにも，連結納税制度は必要とされているようである［太田（1999），41ページ］。
32001年10月に，税制調査会法人課税小委員会によって「連結納税制度の基本的考え方」が公表されている。
　その中において，「連結財務諸表制度も連結納税制度も，個々の会社という法的主体を超えて，資本等の関
　連性を有する企業グループを，その一体性に着目して一っの単位として認識することが合理的であり実体に
　即している」としており，単一主体アプローチを指向していると思われる。
4連結納税制度をグループとして適用するということは，新しい企業体を選択するということを意味し，課税
　関係を清算する必要があるからであるとした立法側の意見と，組織に対して中立に税金が課せられるように
　して，グループ全体を一法人として課税を行いたいとする企業側の動向とが対立して現れた論点である。
5アメリカの連結納税制度を比較対象として取り上げる理由は，連結納税制度を歴史上初めて採用した国がア
　メリカであることと，日本が採用している方法と同様の「所得通算型」を採用しているからである。「所得
　通算型」とは，企業集団に属する子会社の損益を親会社の損益に合算して連結税額を計算する型である。こ
　の他に，集団に属する個別会社の損益を他の個別会社に振り替えて各個別会社の税額を計算する「損益振替
　型」がある。
6日本の連結納税制度が適用される連結子法人は，日本国内の完全子会社（100％子会社）に限られるが，ア
　メリカでは，連結納税グループへ加入する子会社は関連会社グループとなる。関連会社グループ（a伍1iated
　group　of　corporation）とは，共通の親会社が他の会社の議決権株式の80％を所有される会社をいう。
7このように，含み損の繰戻控除と繰越控除が認められるようになったのは1996年からであり，1996年までは
　含み損の控除については認められていなかった［William　et　al．（1998），　p．13］。
82005年5月及び2007年3月にも，連結グループ内の損失が二重計上されることを防止する規定の変更が行
　われている［lrwin（2007），　p．23］のだが，このような状況を見ても経済状態を敏感に捉えて，経営環境を
　改善しようとする努力が見て取れる。
9連結財務諸表制度の充実と「独占禁止法改正」による純粋持株会社を自由に設立できることとなった他に，
　国際的調和化も連結納税制度の必要性の要因として挙げることができる。アメリカでは1917年に，欧州諸国
　においても，1967年にイギリス，1969年にドイッ，1988年にはフラソスで導入されている。企業経営が国
　内だけでなく海外にも進展し，経済状況がボーダレス化している現在，欧米の諸外国では，既に導入済みで
　ある連結納税制度が，わが国にないとなれば，グローバルスタソダードに立てない国のレッテルを貼られて
　しまうこととなり，世界規模での経済取引から締め出されてしまう。ほとんどの先進諸国において連結納税
　制度が導入済みであり，このような基本的なビジネスイソフラが存在しないことは，国内産業の空洞化や海
　外からわが国への投資に係る意思決定にも，少なからず影響を及ぼしているものと考えられる［増田・松井
　（2001），5ページ］。
10経営形態に対する税制の中立性が確立されれば，1つの法人企業の中の事業部門などにおいて行なわれた活
　動から生じた損失や，研究開発における損失などは，その法人の損益を計算する段階で，相殺されることに
　なる［水野（2002），22ページ］。　　　　　　　　　　－
ll連結納税制度の開始に伴い，その適用を受ける全ての法人も，原則として，その直前の事業年度において，
　時価評価による評価損益を計上することとなっている。その理由も，連結納税制度をグループとして適用す
　るということは，新しい企業体を選択するということを意味しているので，参加する全ての法人に対して時
　価評価を強いる根拠となっている。
12租税回避行為は次のようなものである。「日本の税法には租税回避行為を定義したものはないが，この外国
　の立法例や学説等を総合勘定して，納税者の行為が理論上租税回避行為といいうるためには，少なくとも3
　つの客観的要件を満たすことが必要であると考えられる。すなわち，納税者が，①不相当な方法，言葉をか
　えていえぱ，異常な行為形式，②それによって通常の行為形式を選択した時と同一の経済的目的を達成し，
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　③その結果多額の租税を軽減する。この場合のこの納税者の『異常な行為』を租税回避行為という。」［北野
　（2005），26ページ］。
13この他の損益通算の方法として，連結グループ内法人間取引の内部利益の課税の繰り延べの形態が考えられ
　る。
141968年5月の最高裁判所第1小法廷判決は親会社の欠損金に限定して子会社の欠損金を原則として繰り越す
　ことができないと判断している。
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